
平成２５年８月
北海道

国の施策・予算に関する提案

強靱な国づくりと

バックアップ拠点形成に関する提案

国土強靱化担当大臣

内閣府特命担当大臣（防災）古屋圭司 様



首都直下地震

・建物全倒壊：約85万棟 ・死 者 数：約11,000人
・発生30日後の避難者数：約410万人 ・経済被害：約112兆円
・被災範囲：１都８県

南海トラフ巨大地震

・建物全倒壊：約238.6万棟 ・死 者 数：約323,000人
・発生１週間後の避難者数：約950万人 ・経済被害：約220兆円
・被災範囲：関東、北陸以西の40都府県

30年以内 ６０～７０％ （Ｍ８以上）30年以内 ７０％ （Ｍ７程度）

被害想定（M9.1想定）

国土強靱化政策の推進の中で

北海道は、地理特性、気候風土、土地・資源など独自の強みを発揮し、

我が国のバックアップ拠点として国家的リスクの最小化に貢献していくために、

以下の施策を提案します。

最悪の場合、日本のＧＤＰの７割、国家予算の３.５倍に相当する資産が消失

①

被害想定（M7.3想定）

＊内閣府「南海トラフ巨大地震の被害想定について<第一次(Ｈ24)及び第二次報告(H25)>」より＊内閣府「首都直下地震対策に係る被害想定結果について(H17)」より

〔提案３〕 国土強靱化を支える北海道の社会資本整備

〔提案１〕 政府機能バックアップ体制の確立

〔提案２〕 災害時における支援体制の整備



地理的メリット

・ 首都直下地震、南海トラフ巨大地震の被害想定を踏まえた政府ＢＣＰの早急な見直しと、東京圏外における政府機
能の代替拠点として札幌の都市機能活用

・ 政府情報のバックアップ確保に向けた本道への専用のデータセンター設置や本道に立地するデータセンターの効果
的活用

《 政府機能バックアップに適した都市・札幌 》

充実した都市機能 自衛隊の存在

・交通､医療､生活などの都市機能が
充実

・札幌第１合同庁舎の機能を補完す
る施設が充実（札幌コンベンショ
ンセンター等）

・札幌圏には、民間のデータセン
ターが多く立地

・北部方面隊には、陸上自衛隊全体の
約25％が隊員が在籍(東日本大震災
時には最大約1.3万人を派遣)

・第11旅団(真駒内)､第７師団(千歳)
などの主要部隊が札幌圏に配備

・航空自衛隊千歳基地には、特別航空
輸送隊(政府専用機を運用)が配備
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今後30年以内に震度６弱以上の
揺れに見舞われる確率

《札幌コンベンションセンター》
大ホール(2,500人収容)､特別会議室

(700人収容)を備える総合型会議施設

東日本大震災の支援活動

特別航空輸送隊

行政機関の集積

・北海道行政区域を管轄する国の地

方支分部局のほぼ全てが札幌中心

部に集積

・札幌駅に隣接する札幌第１合同庁

舎には、主要な出先機関が配置

《札幌第１合同庁舎内の主な国の機関》

・総務省：行政評価局
総合通信局

・法務省：法務局
・財務省：財務局
・厚労省：厚生局

労働局
・経産省：経済産業局、

産業保安監督部
・国交省：開発局
・環境省：地方環境事務所

《データセンターの立地状況》
札幌及び周辺地域には現在20社余り
のデータセンターが立地

・同時被災のリスクが低い

・地震・台風などの影響が少ない

・新千歳－東京を結ぶ航空路(55便/日)

・新幹線の新青森-新函館(仮称)の
開業により､東京圏とのアクセス
が向上

被災リスクの低さと利便性で
「遠さ」を克服

都市機能を活用した
円滑なバックアップが可能

政府一体となった
災害対応が可能

省庁間の連携や
代替要員の確保が容易

＊（独）防災科学技術研究所
「地震ハザードステーション」より
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・ 東京、大阪に配置されている基幹的広域防災拠点の後方支援を担う機能として、首都圏等との交通アクセスに優位
性をもつ千歳・苫小牧周辺地域への「広域大規模災害支援拠点（仮称）」の整備

・ 災害時多目的船（病院船）の早期導入と、太平洋、日本海の両側から日本全国へアクセス可能な地理的優位性の
ある函館港の母港としての活用

日本海側支援拠点（サブ拠点）

広域大規模災害支援拠点

札幌と周辺地域の機能強化に
より、札幌を中核としたバッ
クアップ拠点を形成

新千歳空港の航空路と苫小牧港
のフェリー・貨物航路の活用により、
円滑な人流・物流を確保

新千歳
空港

札幌
政府中枢機能の代替拠点

《主な施設》
・援助物資の集配施設
・救援組織の訓練施設
・災害復旧用資機材の
備蓄施設

《 広域大規模災害支援拠点の形成イメージ 》

－北海道における支援拠点形成の優位性－
・同時被災リスク、震災リスクの低さ
・太平洋、日本海の両側から日本全国へのアク
セスが可能
・旅客数世界有数の航空路線（新千歳－羽田）
・東日本大震災時も海上支援の基点となった港湾
（苫小牧、函館等）

日本海

太平洋側のリダンダンシー確保

苫 小 牧 港

太平洋

小樽港

函館港

室蘭港

災害時多目的船の母港など、海からの
緊急支援の拠点港として活用

釧路港

③



旭川
北見

釧路

帯広

江別
札幌

小樽

函館

苫小牧

供 用 区 間

整備計画区間

未事業化区間

凡 例

平成25年3月31日時点

・ 我が国のバックアップ機能を担う本道の社会資本整備の着実な推進と施設の老朽化対策の推進、耐災害性の向上

・ 北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）の早期開業と札幌までの建設工期の短縮、高規格幹線道路網の整備促
進など、首都圏等との人やモノの円滑な移動に不可欠な高速交通ネットワークの形成加速

・ 首都圏、関西圏とを結ぶ空港、港湾など拠点施設の機能強化やアクセス道路の整備促進

総延長 供用延長 供用率 未事業化延長 未事業化率

北海道 1,825km 1,014km 55.6% 555km 30.4%

北海道以外 12,175km 9,476km 77.8% 759km 6.2%

《 被災地への物資の搬送、人の移動に不可欠な高規格幹線道路 》

整備が遅れている北海道の高規格幹線道路網

札幌

仙台

さいたま

東京
横浜

名古屋
京都神戸

広島
福岡

既着工区間

既着工区間（H24年認可区間）

開業区間

未着工区間

人口100万人以上の都市

《 多重・分散型の国土ネットワーク形成に不可欠な新幹線整備 》

北日本地域

国家戦略として、太平洋ベルト地域の機能を補完･代
替する複数の地域圏を形成し、各地域を新幹線で
ネットワーク化することにより、強靱な国土を実現

大阪

④

（他県の県庁所在地に匹敵）

基本計画区間
北海道横断自動車道
黒松内～余市間 74km

抜本見直し区間

士別市多寄町～名寄間
延長24kmのうち
当面着工しない区間12km 抜本見直し区間

足寄～陸別町小利別間
延長79kmのうち
当面着工しない区間51km


